
大阪府後期高齢者医療広域連合死者情報取扱規則 

 

令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ８ 日              

大阪府後期高齢者医療広域連合規則第２号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、実施機関が保有する死者に関する情報の取扱いについて、必要な事

項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 死者情報 死者に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等により特定の死者を識別することができるもの（他の情報と照合するこ

とができ、それにより特定の死者を識別することができることとなるものを含む。） 

ただし、死者に関する情報が、同時に生存する遺族に関する情報である場合には、

その遺族に関する個人情報として、取り扱うものとし、以下の条項に関わらず個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）により取り

扱うものとする。 

(2) 実施機関 広域連合長、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会をいう。 

（死者情報の取扱い） 

第３条 実施機関は、遺族の権利利益を侵害しないよう慎重に配慮して死者情報を取り扱

うものとする。 

２ 実施機関の職員は、その職務に関して知り得た死者情報を漏らし、又は不当な目的に 

利用してはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（利用及び提供の制限） 

第４条 実施機関は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために死者情報を

自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、利用目的以外の目的のために死者情報を自ら利用し、又は提供することができる。 

ただし、死者情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによ

って、第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限り

でない。 

(1) 第６条第１項各号に定める者から提供の申出があったとき。 

(2) 実施機関が法令の定める所掌事務又は業務の遂行に必要な限度で死者情報を内部

で利用する場合であって、当該死者情報を利用することについて相当の理由があると

き。 

(3) 他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に死者情報を

提供する場合において、死者情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の

遂行に必要な限度で提供に係る死者情報を利用し、かつ、当該死者情報を利用するこ



とについて相当の理由があるとき。 

(4) 前２号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために死者情報

を提供するとき、その他死者情報を提供することについて特別の理由があるとき。 

３ 前項の規定は、死者情報の利用又は提供を制限する他の法令の規定の適用を妨げるも

のではない。 

４ 実施機関は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、死者情

報の利用目的以外の目的のための実施機関の内部における利用を特定の部局若しくは機

関又は職員に限るものとする。 

（死者情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第５条 実施機関は、利用目的のために又は前条第２項第３号若しくは第４号の規定に基

づき、死者情報を提供する場合において、必要があると認めるときは、死者情報の提供

を受ける者に対し、提供に係る死者情報について、その利用の目的若しくは方法の制限

その他必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その他の死者情報の適切な管理のため

に必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

（死者情報の提供を求めることができる者） 

第６条 第４条第２項第１号に定める死者情報の提供を求めることができる者（以下「申

出者」という。）は、次の各号に定めるものとする。 

(1) 当該死者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、当該死者の死亡の当時事実上婚姻

関係と同様の事情にあった者を含む。）、子又は当該死者の血族である父母 

(2) 当該死者の２親等の血族である者（第１号に掲げる者がいない場合に限る。） 

(3) 当該死者の相続人である者（第１号及び第２号に掲げる者を除く。） 

２ 未成年者又は成年被後見人である申出者の法定代理人（以下「法定代理人」という。）

は、当該申出者に代わって死者情報の提供の申出をすることができる。 

３ 前２項に掲げる者から委任を受けた者（以下「任意代理人」という。）は、当該申出者

及び法定代理人に代わって提供の申出をすることができる。 

（提供できる死者情報） 

第７条 実施機関は、第４条第２項各号に規定する場合において、死者情報に次の各号に

掲げる情報のいずれかが含まれている場合を除き、提供することができる。ただし、前

条第１項第３号に規定する申出者に提供できる死者情報は、第２項に定める情報に限る

ものとする。 

(1) 法令又は条例若しくは規則（以下「法令等」という。）の定めるところにより、提

供することができないと定められているもの 

(2) 死者の評価、診断、判定及び選考に関するものであって、提供しないことが正当

であると認められるもの 

(3) 提供することにより、第三者の権利利益を侵害するおそれがあるもの 

(4) 提供することにより、実施機関の公正又は適正な職務執行を著しく妨げるおそれ

があると認められるもの 

２ 前条第１項第３号に規定する申出者に提供できる死者情報は、次の各号の情報とする。 

（1） 被相続人である死者から相続した権利義務のうち、財産に関する情報 

（2） 被相続人である死者から相続した権利義務のうち、不法行為による損害賠償請求



権等に関する情報 

（3） 死者の死に起因して相続以外の原因により取得した権利義務 （慰謝料請求権、

遺贈等）に関する情報 

（部分提供） 

第８条 実施機関は、提供を求められた死者情報に前条第１項各号に掲げる情報が含まれ

ている場合において、該当する部分を容易に区分して除くことができるときは、当該部

分を除いた部分について提供することができる。 

（死者情報の存否に関する情報） 

第９条 実施機関は、提供に係る死者情報が存在しているかどうかを答えるだけで、特定

の個人の生命、身体又は名誉が侵害されると認められる場合は、当該死者情報の存否を

明らかにしないで、当該提供を拒否することができる。 

（申出者からの手続）  

第１０条 申出者は、当該死者情報を保有する実施機関に対し、申出者本人であることを

明らかにして、次に掲げる事項を記載した申出書を提出しなければならない。 

(1) 申出者の氏名及び住所  

(2) 申出に係る死者情報を特定するために必要な事項  

２ 前項の場合において、申出者は、申出者本人であること（第６条第２項及び第３項の

申出にあっては、申出者の代理人であること）及び申出に係る情報の対象である死者と

の関係を証する書類を提示し、又は提出しなければならない 

３ 前項の申出者本人であることを証明する書類とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 申出書と同一の氏名及び住所が記載されている運転免許証、健康保険の被保険者 

証、個人番号カード、在留カード、特別永住者証明書その他法律又はこれに基づく

命令の規定により交付された書類で申出者本人であることを確認するに足りるもの 

 (2) 前号に掲げる書類をやむを得ない理由により提示し、又は提出できない場合にあっ

ては申出者本人であることを確認するため実施機関の長が適当と認める書類 

４ 第２項の死者との関係を証する書類は、第６条第１項第１号もしくは第２号にあって

は、戸籍謄本など死者との親族関係を証する書類、第６条第１項第３号にあっては遺言

書、遺産分割協議書その他相続したことを証する書類とする。 

５ 実施機関は、申出書に形式上の不備があると認めるときは、申出者に対し、相当の期

間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、実施機関は、申出者

に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。 

（提供の決定） 

第１１条 実施機関は、申出者からの申出に係る死者情報の全部又は一部を提供するとき

は、その旨の決定をし、申出者にその旨の通知をしなければならない。 

２ 前項の規定は、第９条に係る決定及び提供をしない決定をしたときに準用する。 

（決定の期限） 

第１２条 前条各項に規定する決定は、申出があった日から２０日以内にしなければなら

ない。ただし、第１０条第５項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に

要した日数は、当該期間に参入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるとき



は、同項に規定する期間を２０日以内に限り延長することができる。 

（決定の期限の特例） 

第１３条 申出に係る死者情報が著しく大量であるため、申出があった日から４０日以内に

その全てについて決定をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある

場合には、前条の規定にかかわらず、実施機関は、申出に係る死者情報のうちの相当の部

分につき当該期間内に決定をし、残りの死者情報については相当の期間内に決定をすれば

足りる。 

（費用負担） 

第１４条 第６条に定める申出者に対して、第７条及び第８条に基づく提供を行うにあたり、

死者情報の写しの交付を行う場合における当該写しの作成及び送付に要する費用は、申出

者の負担とする。 

２ 前項に規定する費用の額は、大阪府後期高齢者医療広域連合個人情報の保護に関する法

律施行等条例施行規則の費用負担の規定を準用する。 

（審議会への諮問等） 

第１５条 実施機関は、必要があると認めるときは、大阪府後期高齢者医療広域連合個人

情報の保護に関する法律施行等条例（令和５年大阪府後期高齢者医療広域連合条例第８

号）第８条に規定する審議会に、死者情報の取扱いについて諮問又は意見を求めること

ができる。 

（補則） 

第１６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、広域連合長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する 

附 則（令和５年規則第４号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 


